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１．

はじめに

　こんにち公有林と言えば地方公共団体が所有する森林（小学館『大辞泉』）であり ，都道府県 ・

市町村 ・財産区などが所有する森林をいう 。ところが，わが国の公有林野が複雑な歴史と多様な

形態をとっ ているのは，江戸時代以来の村落共同体（地方公共団体）が所持 ・利用してきた林野

が， そのままのかたちを維持することが出来なか ったことによる 。

　明治６（１８７３）年公布の地租改正条例により実施された明治維新政府の土地 ・租税改革は，明

治維新政府の中心的政策の一つである 。地券交付により農民の私的所有権を確認するとともに ，

それに基づき現物貝租にかわ って定額の金納地租を賦課するものである 。

　近世期（江戸時代）の発展を通じて，田，畑，屋敷（宅地）については事実上の私有が成立して

いたが，入会林野については村中入会，村々入会がそのまま存続し，これはやがて明治政府の地

租改正，それに続く官民有区分によっ て著しい改編を迫られることになる 。村落共同体が使用収

益していた村持山林原野は官（国）有地への編入が図られる 。近代的土地所有権である私有とし

て地券を発行する場合には，明確な証拠を提示させ，それが出来ない土地は官有地に没収した 。

多くの村持山林原野は共同利用が一般的であり ，私的所有権が成立していなか ったために，「村

持」の地券を受けることが出来なか った 。

　多くの村持林野が官有地に編入されたが，証拠書類を示すこと出来て村持の地券を得たもの ，

或いはいっ たんは官有地に編入されたが裁判闘争等を経て村有地に引き戻した林野なともないわ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４３）
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けではない。近世期の村落共同体林野が明治期の地租改正という土地所有の近代化過程を経なが

ら， 村有地としての地券を獲得し，村民の使用収益を維持継承させることが出来た村々が存在し
１）

た。

　しかし，日本資本主義は，官有地編入を免れ，村有地として確定した村落共同体林野に，旧来

通りの使用収益を許すことはしなか った。村落共同体的な，すなわち入会的利用の解消と ，行政

村財政への貢献と ，国家の木材資源育成政策への協力を求められた。戦後においても ，入会公権

論を主張する自治省側の指導で，村有林の財産区化が進められた 。

　今日 ，地域森林資源を利用 ・維持再生してきた村落共同体林野が果たしてきた役割が，新しい

時代の森林管理方式として再評価されつつある。このようなとき ，日本資本主義が，国有林を支

配・ 統治してきた政策の破綻とは別な側面で，村持林野を公有林化する過程で，国の森林資源政

策を貫徹させてきた歴史的事実を総括して置くことなしには，２１世紀の森林 ・木材政策を語るこ

とが出来ない 。

　本論文では，明治２２年市町制施行による公有林の創出，部落有林野統一政策，第１期森林治水

事業，政令第１５号「部落会の解散と財産処分」，戦後地方自治法による財産区有林化，公社 ・公

団による人工林化，そして恩賜県有林の項を設定して，村落共同体林野の町村（公）有林化の過

程を明らかにする 。

２． 森林法と公有林

　１）明治３０年森林法と公有林

　「公有林」という用語がはじめて使われたのは明治３０年森林法上である 。明治３０（１８９７）年森

林法は森林の荒廃防止を主な目的として制定されたもので，その営林監督の特色は森林の所有制

を区分し，特に公有林に対して特別の監督を行うことにある 。第１条で「此ノ法律二於テ森林ト

称スルハ御料林，国有林，部分林，公有林，社寺林及私有林」に区分し，私有林とは分別して

「其ノ経済ノ保続ヲ損シ又ハ荒廃スルノ虞アルトキハ主務大臣二於テ営林ノ方法ヲ指定スヘシ」

（第３条），「指定ノ方法二背キ伐木ヲ成シタル者ニハ主務大臣ハ其ノ伐採ヲ停止シ伐採跡地二造

林ヲ命スルコトヲ得」（第４条）と ，乱伐や略奪的入会採取を防止しようとした 。

　町村有林，共有林なと近世の村持入会地に発する村落共同体林野は，明治初年の林野官民有区

分， 明治２２（１８８９）年の市制 ・町村制施行を経て所有帰属の変動に見舞われ，誰が直接の管理者

であるるかも実質的には っきりすることがなかった。明治３０年森林法は，それを法によっ て規制

し監督しようとしたのである 。

２）明治４０年森林法と公有林

　明治４０（１９０８）年森林法は３０年森林法と同様に公有林野に対する特別監督を踏襲しているが
，

その監督方式は大きく前進している 。これまでの乱伐防止の事後監督王義を捨てて，施業案編成

による事則監督主義に転じている 。

　同法は第９条で「地方長官二於テ必要アリト認ムルトキハ公共団体又ハ社寺ノ代表者ヲシテ森

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４４）
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林又ハ森林トシテ管理スヘキ土地二付施業案又ハ施業要領ヲ定メ其ノ認可ヲ受ケシムコトヲ得」

とし，まず「森林又ハ森林トシテ管理スヘキ土地」を確定するために公共団体の代表者に「管理

区分」することを命じている 。また公共団体の解釈には町村のみならず大字や其の下の部落まで

含むとされている 。旧来から部落住民が利用進退してきた慣行共有の森林も公有林として公共団

体の長の管理下においたのである 。

　３）昭和１４年および２６年森林法と公有林

　昭和１４（１９３９）年森林法は，旧法が公有林，社寺有林と私有林との間に営林監督上の取扱いの

差別を設けていたのに反して三者とも同列に扱い，これらの森林はすべて単独又は森林組合に加

入して一定の施業案を編成し，これに従 って事業を行うべきことと改正した。つまり ，旧法では

私有林に対する営林監督上の干渉は荒廃のおそれのある場合に限定し，公有林と社寺有林は地方

長官が必要と認める場合に施業案を編成させることしている 。

　新法では公有林だけを取り上げて営林監督する必要がなくなり ，森林法上で所有者によっ て森

林を区別することの重要性が失われた 。

　昭和２６（１９５１）年森林法は，森林所有の種別を国有と民有の二種のみとした。その結果，明治

３０年森林法以来あ った公有林，社寺有林，私有林の呼称は森林法上からは失われた。「公有林」

の呼称は森林法上から消失しても ，林政の中の「公有林」がその存在意義を失 ったわけでは決 っ

してなか った。むしろ森林法の外に飛び出した公有林は，部落有林野対策でも ，また市町村有林

対策でも ，より一層複雑な問題を投げかけている 。

３． 市町制施行による公有林の創出

　１）市町村制施行による村落機構の一大変革

　１８８８（明治２１）年に公布され，翌８９年４月１日より施行された市制 ・町村制は，戦前の日本で

政府が実施したもっとも大規模な町村合併で，地方行政及び財政史上に決定的な一大変革をもた

らした。市制 ・町村制は，市町村を明治絶対主義政府の官僚的な中央集権機構のもとに組み入れ ，

その末端行政単位としての性格を強制したものである 。市町村各団体の自治，独立は甚だ不完全

なものに終り ，しかも市町村は財政上種々の重い負担を課されることとなっ た。

　市制 ・町村制施行に際し，政府は市町村が国家委任行政事務を負担でき得る規模，すなわち

「町村ノ治務ヲ十分二挙行シ得ベキカアルモノ」へと旧町村の分合（おもに合併）を促進した。そ

のため，１９８８年末に７１ ，３１４を数えた町村数が１５ ，８２０（１９８９年末）へと約５分の１に激減した 。

　新町村は，旧町村とはなんら直接に関係のない行政体として設置されたが，村落本来の生活機

能（農業経営を中心にした水利入会なとの廣行）の団結が実在しており ，それを壊すには当然住民

の抵抗が予想された。政府は当面，生活や経営の核としての団結基盤を破壊することは避け，行

政領域の町村としての措置をとることとした。町村有財産の新町村への統合は後日の課題とし ，

とりあえず財産を保持しうる道（大字有　区有）を開き ，また旧町村に行政区 ・区長の設置を認

めて新町村の行政的補助機関を認めざるを得なか った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４５）
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　しかし，区有林にはなを町村長の上級管理権が作用するところから，区民は新町村への財産合

併を恐れて代表者個人名義あるいは記名共有で登記し，その所有と利用をより確実に住民の手元

に確保したものも少なくない 。

　２）町村制にともなう「部落有林野」の顕在化

　市制 ・町村制により新町村は法人格を得て，基本財産として林野の所有を認められ，旧村持共

有入会林野の歴史に大きな影響をもたらすことになる。旧来の住民の使用収益は新町村の所有す

る林野の上における慣行使用権となり ，町村はそれを整理すれはみずから林業経営を行うことが

出来る 。すなわち，法律的な所有（町村有林）と歴史的所有（村持山）とが同一林野上で分離し矛

盾対立することになっ た。 林野の所有主体が生活共同体である部落から，行政体である町村に移

ることであり ，部落にとっ ては重大な変革であ った 。

　市制 ・町村制では町村の歳入は王として町村有財産から上げられるべきことが予定され，町村

有林野はその最も重要な財産としての地位を占めるものであ った。したがって町村有林野は市

制・ 町村制上も厳重な監督を受け，かつ次第にその「村山」的性質を整理して町村有の実質化を

図り ，さらに町村財源としての林野の質を高めようと努力が注がれることになる 。

　しかし，共有林野（村持山林原野）の町村有化も一朝にして遂行できず，部落有林野として広

範に残存した。この部落有林野が整理統一されるのには，１９１１年から１９３９年という３０年弱の長い

年月を要するのである 。

　町村所有権の設定が最も円滑に完了した場合は，部落 ・旧村より新町村に対する寄付行為によ

って行われた。この場合でも ，多くは部落に従来の入会慣行を継続する保証とか，主産物払下げ

についての優先権を与えることが必要であ った。入会慣行の継続は永久的に認められたものも少

なくないが，他方，一定の期問を定めた貸付として過渡的に使用を認め，将来における解消の余

地を残すものも多か った。また，貸付条件も多くは無償であ ったが，有料に切り替えられたもの

も少なくない 。

　３）町村有林野（公有林）の創出

　法律面の所有者と慣行上の所有者との乖離（かいり）は，その後，多くの紛争をもたらすこと

になる 。これまで異なっ た生活集団であ った諸部落が，行政的に同一集団へ強制されたことに基

づく感情的摩擦はもとより ，部落有林など部落問の財産上の不均衡から各部落間にしばしば利害

の対立 ・反目を生じさせている 。そのことが，部落有林の濫盗伐など荒廃をもたらし，水源地帯

における治水上の問題としても ，重要な関心を呼び覚ますことになっ た。

　部落有林の町村有への吸収は，公共福祉の問題として進められた。すなわち，部落有林を町村

長の監督 ・運営の権限のもとにおくことで，その保護 ・取締りを強化し森林の育成を図ることが

出来，同時に，町村財政の貧困を救う道でもあるとされたのである 。

　福島県岩城郡四倉町（現いわき市）は明治２２年町村制発布と同時に発足した。町有林は全地積

の６割を占め，その経営の如何が町財政の消長に大きな影響を持つだけでなく ，町民の薪炭需給

の調節を図り ，水源酒養等にも甚大な影響を来すものされた。町有林野は古来から授薪採草の用

に供するため，住民共同使用の慣行を有するものであ ったから ，これを森林として経営し，これ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４６）
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らの慣行を廃止させられる事は一般町民の苦痛とするところであ ったが，基本財産の造成を感じ ，

林野の管理経営を挙げて町理事者に一任することになっ た。

　依って町当局は古来の入会地，開墾適地，農業地等已むを得ない区域の外は，森林として経営

することになっ た。 その後の管理が良好で成績は他の模範となるようになり ，今や年々数千円の

収穫を得て歳入を補填し，永遠に町財政の基礎を輩固にするに至 った。四倉町の財政は近時著し

く膨張し，経営費は毎年５万円を下らないだけでなく ，１９１６（大正５）年度より漁港修築工事を

企画した結果，臨時費約２万円を要する状態となっ たが，町財政のある程度は此の３００町歩余の

町有林の収入により次第に余裕を生じ，町民の負担が軽減できる見込みであるという（福島縣山

林会編 ・刊ｒ福島縣の優良林業」第１輯，４３－４５頁 ，１９２８年）。

　全国的には１８９５年頃から ，当時とくに町村財政に重圧を掛けていた学校の基本財産設置問題に

関連させて，吸収が進められた。１８９０年代にはいると ，町村の直接経営を目的として，部落有林

の統一・ 吸収が開始される 。この機運は，１９０４年日露戦争の勃発を境に，戦時 ・戦勝記念を始め

とする諸記念事業とともに全国的に拡大した。それまで，町村有への編入を否定し続けてきた部

落有林も ，この機運の中でかなりの部分が町村有へ編入された。すなわち，部落の公共性が，国

家的公共性にまで関連づけられ，同じ公共性の名において，町村の方の公共性へとすり替えられ

るのである 。

　このようにして，町村有林は，部落有林を無条件吸収から地上権設定 ・買収 ・その他複雑な条

件を伴うものにいたるまで，各地の地域性や特殊性にもとづき様々な形態で形成される 。そのい

ずれもが，学校林や町村の基本財産として森林経営による直接的収益を確保し，町村の財政負担

の緩和を目的としたものであ った。これら統一・ 吸収された町村有林の経営は，入会採草地と植

林地を区別することから開始されることになる 。

４． 部落有林野統一政策による公有林野の整理開発

　１）部落有林野統　事業の背景

　部落有林野を市町村林野から区別して，独自の所有形態として全面的にその面積をとらえたの

は１９０９（明４２）年が始まりである 。ちょうと部落有林野統一事業が開始される前年である 。公有

林野は２７５万ｈａ（全林野の１６％）で，その内７７％が部落有林野であ った。全林野の１２％を占めるこ

とになり ，その位置は決して小さくない。その上，実質的な部落有林野，即ち ，名義上は私有と

なっ ているものの実質的には部落有林であるものが５４０－５７０万ｈａと言われており ，部落有林野

はさらに大きな位置を占めている 。

　これらの部落有林野の実態は極めて多様であり ，一町村内の数部落で区有林を共有する場合 ，

一町村内の部落が他町村の一部の部落と共有林を共有する場合，あるいは数か町村に渡る範囲の

全部落を包括するに至る広大なものもある 。一般に一部落内のものを部落有林，いくつかの部落

や他町村にまたがるものを区有林，共有林と呼ぶことが多い。なお，全国部落総数７６千のうち４１

千は部落有林野を所有していたと言われる 。

　市町村制が施行となり ，従来の村は新町村内の部落（：大字）となっ た。 この市町村制施行に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４７）
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よっ て， 従来までの村持林野の帰属と入会利用権の取り扱いが問題となっ た。 旧村持ち林野は町

村制による公法上の規制を受けることになり ，町村長の管理と町村会の議決に服することが必要

となる 。このことは，形式上は重大な変更であるが，入会権の私権的性格の否定にはならない 。

実質的には，農山村民の意志に反して，町村 ・部落有林が処分されたり ，入会利用権に重大な圧

迫が加えられることはなかった 。

　町村合併に際して旧町村の基本財産の処分が問題となるが，新町村財産への移管はむしろ例外

であり ，旧町村の権利が温存されるのが般的であ った。福島県の場合も同じであり ，例えは次

のようである 。

　　　　　　長江村（旧弥五島 ・湯之上 ・大沢 ・小沼崎４ケ村）合併　協議会決定書

　　１　従来旧村共有財産（土地家屋貯蓄金穀ノ類）新村二移サス旧村限リ各其所有ノ権利ヲ保存

　　　ス之レカ使用及収穫ノ権利ハ従前ノ慣行ヲ存スルモノトス

　　２ ．従来旧村ノ壼部分即坪共有財産ハ其一部分所有ノ権利ヲ保存ス之レカ使用及収穫ノ権利

　　　ハ従前ノ慣行ヲ存ス

　　３　社寺及埋葬地ハ姑ク従前之儘保存スルモノトス

　　４ ．従来公用二供シタル財産消防是ハ旧村ノ所有又ハー部分則坪ノ所有二属スルモノト難モ

　　　其所有権利ハ新村二移スモノトス

　これは，旧村から同数の合併協議委員をあけて，旧村の共有財産の処分について協議した結果

である 。これを県知事あてに提出し，その認可を得て町村合併にともなう旧村の共有財産の処分

が決定する 。このように旧村の共有財産は合併町村のなかで部落有財産として存続することが多

く， ここから部落有林野が出現する 。

　部落有林野の統一とは，町村制の施行にともなっ て形成された部落有林野を，その利用 ・管理

などにおいて従来どうりに部落の自由に任されていたものから ，完全に町村の中に取り込み，新

町村の手で造林を進め，町村の基本財産を造 って，地方自治制の基礎を固めようとするものであ

る。 これは，部落有林野が農民の手から奪われるだけでなく ，その上に存在している入会権の整

理・ 消滅を伴うことを意味しているから ，これにに対する農氏の抵抗が根強く繰り返された 。

　部落有林野統一の背景は，日清戦争（１８９４－９５年），日露戦争（１９０４－０５年）の両戦役を契機とし

て日本資本主義が発展し，一方において，木材の商品化が進とともに，他方において，町村財政

が膨張したことである。これは国有林野における絶対的支配権の確立　私有林野の集積とも対応

している 。

　部落有林野は部落有財産のうちで最大のものであり ，これの町村への統一は内務省がつねに意

図していたことである 。これは，国政遂行の末端機関である町村内に経済的基盤をもつ部落が存

在し，部落割拠の風潮を温存することは好ましくないためである 。また，町村財政強化のために

町村基本財産の造成が必要とされ，これには町村有林野が有力視されたためでもある 。

　他方，農商務省においても ，資源政策の一環として荒廃する部落有林野の造林推進を企画し ，

このための障害である入会権の整理を望んでいた。農商務省は１９１０年３月には公有林野造林奨励

規則を制定し，市町村有となっ た部落有林野に対し優先的に造林費を補助し，部落有林野の整理

統一を側面から推進した 。

（６４８）
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　２）部落有林野統　政策の基本方針

　部落有林野統一政策の基本方針は，明治４３（１９１０）年１０月 ，農商務　内務両次官通牒「公有林

野整理開発二関スル件」によっ て明示された。これを根拠にして，いよいよ部落有林野の整理統

一が開始される 。その骨子は，¢部落有林野の統一 　公有林野の管理区分，　入会関係の整理 ，

である 。部落宥株野の続一は，内務省にとつ ては，市町村の財政的基礎を固めるために，農商務

省にとっ ては，管理区分のために必要であり ，その前提が入会関係の整理であ った。この点から

、両省の方針が結び付いたのである 。

　部落有林野統一政策は，たんに部落有林野 ・旧村持ち林野を対象とするだけでなく ，その対象

を実質的な部落有林野まで総てに拡大しようとした。また，部落有林野における住民の権利や利

益を縮小 ・整理し，火入れの制限などを試みようとした。このような政策は，村民の権利を奪う

ものであり ，その抵抗を受けないわけには行かなか った 。

　部落有林野統一事業開始時の福島県の民有林野は３２万３０００ｈａであり ，このうち公有林野は１０

万２０００ｈａを占めていた。公有林野のうちでは，部落　団体有林野が８万ｈａ， 町村有林野が２万

ｈａ であり ，面積的にみても部落有林野がはるかに多い。この公有林野面積は公簿面積で，推定

見込み面積１６万ｈａに達する膨大なものであ った。福島県においても部落有財産の整理統一はそ

の進捗状況がはかばかしくなか った。１９１１年までに福島県で統一完了をみたのは，７郡１１カ町村

において山林原野２３４ ．８ｈ
ａ， 田畑５ ．３ｈ

ａ， 建家４棟などに過ぎなか った 。

　１９１１（明治４４）年には，部落有林野統一 入会権整理を促進する措置が取られる 。

　第一は，町村制の改正である 。町村制及び監督官庁の権限が拡大し，町村に対する官僚の支配

力を強化した。第二は，森林法の改正である 。これまでの火入れ許可制を，禁止同然として火入

れ慣行を制限する 。

　部落有林野統一政策は，治水事業と結合して ，１９１１年，１２年と拡大するが，１９１０年代になると

停滞する 。管理処分がとりあえず決まっ た全国の公有林野が，１９１２年末で３１万ｈａ， 施業方法まで

決まっ たものは８１万ｈａで，合わせても全公有林野の１５％にすぎない。この様な進行ぶりは，入

会権整理が不振であ ったことを反映している 。農商務大臣は，しばしば部落有林野にについて督

励し，奨励金の面からも促進を図 ったが，しかし，停滞を脱することはできなか った 。

　大正元（１９１２）年にいた って，福島県は公有林野整理に関する特別機関として，県内務部部長

を長として県　郡吏員を委員とする公有林野整理委員会を設置し，同年８月「福島県訓令第１

号」によっ て統一事業の促進を図 っている 。その主な点は，¢部落有財産統一の要は市町村の利

源を開発し自治の改善進歩を企画するのみならず，公益上，公安上実に大きな関係を有するもの

である 。　推定１２万８千町歩の林野は取り扱いが粗慢に流れ，荒廃にまかせ，火入れの濫行とと

もに地力漸く衰退して生産に見るべきものなく ，水害の禍根をなしており ，国土保安上甚だ憂う

るべき現象である 。　この財産管理は法規上当然市町村長の職務権限に属すべきものであるが，

部落民の任意に委せて管理がなされていない。＠よっ て財産を市町村に統一して林野の開発に努

め， 同時に自治の円満と財政の安定，国土保安の維持に努めなければならない。　従来入会慣行

を有するもの，名目市町村にしてその実部落，又は個人有に属し，あるいは部落又は個人有にし

てその実市町村又は部落有に属する等，名実相副わさるものを整理する 。　９月末日を期し，名

実ともに市町村の管理に移し，所期の目的を達するように努力すべし。と強く指示している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４９）
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　福島県伊達郡富成村有林（現保原町）は明治２２年の新村（富成村）合併後，１９１２年に旧２ケ村

（富沢村，高成田村）の各部落民が自由に進退してきた部落有林を挙げて村有に統一し，施業案を

編成した。施業案は全面積２３７２町のうち普通施業地１６１４町，施業外地（生草採草地）７５８町と

した。元来本村は従来生草を桑園の肥料に供してきた慣行があるため生草地が不足し，施業案は

村民の反対に遭いそのままの実行が不可能となり ，従前の通り全部を生草採草地として暴採酷使

する状態となっ た。

　ところが，金肥の使用が漸次生草地の必要を減少させ，村基本財産の蓄積は山林にありという

感を村民が抱くようになり ，１９２８年に施業案を改めて建て直すことにした。森林の管理区分を普

通施業地６８５町，施業外地１６８７町とし，営林地区については断然共同使用の廃止を為し，合理

的経営の実を挙げることとした（『保原町史』６８２－６８４頁）。 しかし，大正９（１９２０）年度までに統

一できたのは福島県南会津郡の公有林野７万町歩のうち３６５％の２万５千町歩であ ったから ，

１９２１年には県では技手を郡に駐在せしめて村を巡回して勧奨し，整理協議案を提出させたりして

いる 。

　３）部落有林野統一政策の緩和と新たな資源政策

　１９１９（大正８）年５月 ，農商務省 ・内務省両次官は「公有林野整理促進二関スル件」で，従来

の毎条件統一から条件付統一へと譲歩せさるを得なくなる。それは，０適度の分割，　収益の部

落への分与，　地上権だけの設定，＠部落に一定部分の産物採取を認めること　などである
。

　福島県岩城郡沢渡村（現いわき市，明治２２年に旧中寺，下市萱，上市萱の３カ村が合併）の「公有林

野整理統一案」が１９２０年９月の委員会総会に附された。沢渡村の村有林野は旧藩時代には散野

（サンノ又は山野）と称し，貢租を納めて村民共同の使用収益地であ ったが，明治９（１８７６）年の

地租改正の際に誤って国有に編入された。村長田子英吉は各地の有志と共に民有下戻を唱導し輿

論の喚起に努めてきたところ，１８９９年に国有土地森林原野下戻法が公布されたので村内有志と証

拠書類の蒐集に苦心して同年に下戻を農商務省に申請した。１９０２年に実測３０４０町歩の土地立木が

各大字の公有として下戻された 。

　田子村長は公有林野の管理経営の方法を確立する必要を認め，実地踏査と施業計画の編成を専

門家に委嘱しようとした。当時村民は公有林野の性質を理解出来ず，村長の尽力はいたずらに大

字住民の自由を束縛するものと受け止められた。大字上市萱は有志が結束して之に応ぜず，下市

萱， 中寺の両大字にも物議が止まなかったので，作業を中止せざるを得なくなっ た。 大面積の林

野は何ら管理経営の方策を定めることなく漫然と放置され，１９０５年に至るまで連年の凶作に遭遇

したため，山林は漸次伐採され，跡地は野火の侵入に放任して来た。わずかに大字下市萱字瀧ノ

上の５０町歩の区域に往時の面影を留めるに過ぎなくな ってしまっ た。

　１９１６，１７年頃になると ，村民有識者の中に公有林野整理開発が急務であると唱える人が出てき

た。 福島県の郡下でも造林整理が奨励され，村当局者も指導 ・誘導を開始した。１９１８年には福島

県の技手 ・西方榮，野木義　等が本村に出張し，境界の査定，現況の精査を実施すると共に，田

子村長と公有林野整理統一のための協議を重ねた。１９１９年９月に至り ，統一整理案が確定し県知

事の認可を受け，村議会に付議決定し，村有として施業経営することになっ た。

　　　　　　沢渡村公有林野整理統一案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５０）
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　　本村各大字所有公有林野左記条件ヲ以テ全部本村二統一整理スルモノトスル

　　第一 統一後村二於テ直接森林トシテ管理経営スヘキ箇所ヲ左記ノ通リトシ其ノ区域二現存

　　　　セル立木ハ老幼ヲ問ハス纏テ村有二帰スルモトスル

　　　　ー 大字下市萱分　　字瀧ノ上，松ケ枝，北ノ入ノ内　　　　五百式拾六町八反歩

　　　　二，大字中寺分　　　字大澤，葭平，舘下ノ内　　　　　　　　百八拾三町八反歩

　　　　三，大字上市萱分　　字長澤，辻道，馬場平，梶内ノ内　　　　百五十一町四畝歩

　　　　　　　　　　　合計　　　　　　　八百六十一町六反四畝歩

　　第二，前項ノ森林地造林後ノ手入保護一切ヲ当該大字縁故関係者二委託シ其ノ報酬トシテ森

　　　　林収入ノ三割ヲ交付スルコト

　　第三，従来俗二投出地又ハ番地等ト称シ旧時嘗テ私有タリシ縁故ヲ有スル箇所ハ当然縁故関

　　　　係者若クハ其ノ継承者二対シ実測面積壱反歩二付金壱円式拾銭ノ割合ヲ以テ特冗シ代金

　　　　ヲ五ケ年分納トスルコト

　　第四，前項ノ特売代金ハ村二於テ森林経営ノ基金トシテ管理スルコト

　　第五，従来公有林野内二大字縁故者カ共同若クハー個人トシテ植栽又ハ手入保護シ為シ来レ

　　　　ル造林地ハ其森林ノ収入ヲ村一 造林者九ノ割合ヲ以テ分収スル部分林ト為スコト

　　第六，従来ノ使用慣行二依ル箇所ハ統一後村二於テ放牧採草地及萱場トシテ管理スルコト

　　第九，左記ノ箇所ハ当該大字縁故関係者二造林ノ目的ヲ以テ貸付シ施業並二毛上ノ処分二付

　　　　テハ借受者ノ任意タラシムルコト

　　　　ー 大字下市萱分　　字北ノ入，松ケ枝，瀧ノ上ノ内　　　　　　二百四町三反歩

　　　　二，大字中寺分　　　字二反田，舘下ノ内　　　　　　　　　　二十九町四反歩

　　　　三，大字上市萱分　　字長澤，辻道，舞台，梶内，馬場平ノ内　　　五十町六反歩

　　　　　　　　　　　合計　　　　　　　三百八十四町三反歩

　　第十，前項ノ貸付地二付テハ毎年当然区域公租公課ノ五倍ヲ標準トセル料金ヲ村へ納付スル

　　　　 コト

　　第十一 本村消防組及青年団並二軍人分会等ノ公益団体ノ基本財産造成ノ目的ヲ以テ村ハ左

　　　　記（略）ノ箇所二対シ特別二管理経営スルコト

　　第十三，公有林野内ノ開墾地ハ其縁故者二貸付シ借地料トシテー反歩二付金壱円五拾銭ノ割

　　　　合ヲ以テ村へ納付スルコト

　　第十五，統一後ノ公租公課並二所有権移転二要スル登記費用ハ村ノ負担トスルコト

　　第十六，公有林野ノ引戻其ノ他二付功労アリシ者二対シテハ村ハ相当時機二於テ表彰ノ方法

　　　　ヲ講スルコト

　第一次世界大戦（１９１４－１９１８）をつうじて，わが国の林業生産は飛躍的に発展する 。外材輸入

は増大し，改めて資源造成が高唱されるようになり ，公有林野開発は政府の資源政策として積極

性を加える 。統一政策の緩和は，この様な新たな資源政策の一環として行われたのである 。

　４）公有林野官行造林事業の導入

　大正９（１９２０）年７月 ，「公有林野官行造林法」が公布された。国費による公有林野に対する

分収造林，すなわち官行造林は次のような目標，¢従来荒廃していた林野を法正な森林にするこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５１）
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と， 　将来の木材需給に備えること ，　市町村は無収穫に等しき林野を提供することにより ，資

力を投せずして成木後巨額の収益を得る ，＠本計画の遂行により国は相当の収益を得，市町村は

安固なる基本財産を造成し，自治体の基礎を翠固にすることができる ，　第２次の造林は官行に

よらず収益の一部を以て市町村自ら実行し得る ，＠官行造林の結果地方公私林業の発達を促進す

る， ¢水源酒養治水その他国土保安上に及ぼす効果大なること ，を置いて，その収益の５割とい

う高率で市町村に分与するという恩恵的 ・政策的 ・分収造林制度である 。

　官行造林の対象を，入会関係が整理され管理区分の確定した公有無立木地とした。地上権登記

という法的契約を取るため，それまで権利関係のハソ キリしなかった未登記の部落有林野を登記

の面から市町村有に転換させることになる 。また，官行造林契約の当事者は，部落ではなく ，公

共団体に限られることになる 。

　石戸官行造林地（福島県伊達郡霊山町）は公有林野官行造林法が公布された５年後の１９２５年に官

行造林契約を締結した。石戸官行造林地（実測１０９町歩余）は古来より石田部落有林野で俗に入山

と称し，石田民（明治２２年，石田村と山戸田村の２カ村が合併して石戸村が成立した）は自由に入山し

緑草を採取し或いは燃料として雑木伐採等を行い自由に収益したものである
。

　当時の公有林野は一部の雑木林をのぞき ，殆ど萱場採草地で，春は田に鋤きこむ刈敷刈り ，秋

は刈り干し，立草など動物の敷草，或いは畑地用の草刈場，即ち唯一の肥料供給源であ った。こ

のような永年の習慣があ ったため，造林の必要性を説いても農業経営上大切な採草地を失 っては

困るという反対論も少なからずあ ったのである 。奥地の大部分が裸山であ った関係から ，年々雨

期には石田川が氾濫して其の被害も大きなものがあ った。この実情を見兼ねた官行造林功績者で

ある菅野松吉翁は，将来水害の不安を除き郷土の繁栄を図るべく大規模人工造林を首唱して已ま

なか った 。

　村当局，議会としても造林の必要を認め，これが則提として区（旧村）有林を新村（石土村）へ

統一しようとしたが，これも村税負担増等の関係から ，強硬な反対があ って，当時の村長菅野勇

作氏を始め統一委員は非常な苦心をされた。今では昔物語りとなっ たが，あまり反対が激しか っ

た時など村長は山道伝いに帰宅したという 。

　１９２２年１２月 ，ようやく石土村に林野が統一され，村営の人工造林を予定したが経済不況の為
，

大規模造林は村経済を以てしては不可能の状態であ った。１９２３年，村議会は公有林野官行造林法

に依って造林を為すのが得策であると決議して郡山官行造林署に申請した。１９２５年１１月１１日 ，東

京営林局長と石土村長とに於いて官５民５の分収比率をもっ て公有林野官行造林契約を締結した 。

　１９５５年１月 ，石土村は霊山村ほか２カ町村と合併し霊山町が誕生する 。この際石土官行造林地

の土地は石田部落民に返付されたので，石田部落民は石田合同所有林野管理会を組織した。それ

と同時に，旧石土村民を以て石土官行造林組合を組織し，１９５５年５月 ，官行造林契約の継続が承

認された（渡辺政雄ｒ官行造林記念録」石土官行造林組合刊 ，１９６３年）。

　福島県双葉郡大久村（現いわき市）の村有林は２０００ｈａ余である 。大久村は明治２２（１８８９）年に

３カ村が合併して発足したが，村有林は１９０４年と１９１０年の両年度に亘り ，各大字（旧村）におい

て国有林野下戻法並びに行政訴訟に依り収得したものを ，１９１０年と１９１８年に村有に帰属 ・統一さ

せたものである 。村有林へ統一後の１９１９年，大久村は福島県に対して技術員の派遣を乞い，施業

計画案を編成し将来にわたる合法的施業を樹立した。村は最も確実な基本財産の造成は植林事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５２）
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にあるとして，適地があれば猫額大の地と難も植林することに努力してきた 。

　ところで，造林の成果はその後の保護手入れに支配される場合が多い。福島県の多くの町村に

おいては植林後の保護手入れが至らなか った結呆，せ っかくの植林地も雑草木に圧倒されて枯死

するもの，或いは野火のため消失し失敗に帰するものが極めて多い。本村のように莫大な林野を

抱擁する村で，植林の結呆を見ようとすれば，村直営（６０８町歩）だけでは頗る難局に遭遇するこ

とが必定である 。

　大久村当局は部落住民の各戸にその保護手入れを委託するのが最も得策だとして ，１１００町歩余

を経営委託林とした。これに依って部落住民はあたかも自己の山林のごとく撫育に努めつつあり ，

植林後の成績は頗る優良である 。１９２２年，大久村有林の奥地２３６町歩余を官行造林の契約を締結

し， １９２６年までに全部の造林を結了した。その成績も頗る良好である 。村有林の人工造林地は尚

幼齢林に属するため伐採に至 っていないが（当時），雑木林は１９２９年度より伐採を開始し年収３

千円を挙げる予定である 。将来人工造林地並びに官行造林地の伐採を開始するに至る時は裕に３

万円内外の収入を挙げ得る見込みで，本村将来の財政は，中天に光明を認めるようなものである

（福島縣山林会編 ・刊「福島縣の優良林業」第２輯，６３－６９頁 ，１９２９年）。

　このように公有林野官行造林法は，部落有林野統一と入会の整理を促進する側面を持っている 。

統一のテンポは１９２１－２３年がピークとなる 。

　５）公有林野造林奨励規則の公布

　明治４３（１９１０）年の公有林野造林奨励規則は造林費補助を市町村有となっ た部落有林野に優先

的に採択して整理統一を側面から推進した。翌１９１１年の奨励規則改正で，補助金は入会整理ある

いは部落有統一を則提に交付することを規定し，市町村直営造林を推進した。さらに１９１４年の奨

励規則改正で，¢府県の「特置吏員」，　公有林野整理事業，　町村またはその組合の行う造林 ，

＠町村有林野に行う府県の造林，の費用補助を行うこととした。「特置吏員」は，林野の管理区

分案，入会整理案，施業計画案編成を指導する者で，その俸給，旅費の２分の１以内の補助金を

国から支出した。発足当初は公有林野造林事業の目■』提業務となる「特置吏員」費の補助は予定し

なか った 。

　福島県田島町の林野統一は，政府 ・県の強い行政指導の中で進められたが難航した。「福島県

で統　未完了は田島町だけ」と県から責められ，地元住民からは反対され，大変な苦境に立たさ

れた時期もあ ったという 。昭和に入り ，旧田島町に対して統一勧奨に当た った県官が部落懇談会

の席上，「今度統一条件が更に部落に有利になっ たからこの際是非統一するように」と統一を勧

められた。県掛官指導によっ て作られた田島町の統一条件では，統一地全面積の６割に相当する

財産（林野）について「縁故住民二対シ将来永久二使用収益セシムルコト」となっ ている 。あき

らかに１９１９年当時の指導に比べ農民にとっ て有利な条件となっ ているのである 。

　このような，より有利な条件を示して統一を説論され，旧田島町においても１９２９年９月には

「田島町各部落有財産統一整理協議」が成立し県の許可するところな った。しかし統一整理協議

が成立しても直ちに統一はならなか った。１９２９年の金融恐慌に端を発した経済恐慌が農村に深刻

な不況をもたらし，林野統一に不安を抱いたのかもしれない。２年後の１９３１年に入り漸く丹藤区

会の統一決定を皮切りに同年２ ，３月中に，田部 ・水無 ・栗生沢 ・長野 ・田島の各区会が統一を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５３）
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決定したが，永田区会だけは依然統一決定には至らなか った 。

　永田区の林野事情は，戸数の多い割合に林野が少なく（約４３０町歩），一部は藤生山へ入会した

り， また古くは，中荒井山への入会を求めて「獅子舞い」の神事（現在栗生沢に伝わる県指定文化

財）を譲 ったと伝えられる程林野が不足な地域であ った。大正期を迎えても ，生活上にも ，農業

生産の上にも林野を必要とする条件はそれ程変わらなか った。他村の山に入会して漸く山を確保

して来た山野の収穫（薪 ・柴 ・秣 ・苅敷等）を減少させられるような林野統一は納得出来ない，と

するのは当然であ った。区有林野の恩恵については，例えば，丹藤区で火災に遭 った場合，４０坪

の家の素立の材料は区有林から無償で給付されたとのことである 。

　永田区会は１９３４年７月１５日統一を決定したが，これによっ て漸く田島町内全区の決定が出揃い ，

同月２５日 ，田島町議会は統一を決定した。この田島町の林野統一には次のような特徴が見られる 。

¢永田 ・丹藤のように部落有林野の少ない区にとっ て， 採草地の減少は直接農業経営に重大な支

障を来すことになるので，統一条件に明文化されていないが，提供する４割の町直営の林野に対

しても ，採草地 ・萱刈場の利用を認めさせたこと 。　入会の整理に当た っては，特に田島区は入

会廃止地を４割の提供地に充て，不足分を区有山林から補充するというかたちで入会権を解消し

たこと 。　統一地の中から ，田島高等公民学校を縣立移管（これは町にとっ て長年の念願であ った）

することの条件に，耕地４０町歩山林３３０町歩を福島県に寄付採納したこと 。　林野統一と学区統

合をほぼ同時に行 ったこと 。等々が挙げられる 。

　福島県田島町の林野統一は，国の理不尽な統一促進の押し付けに抵抗し続けた結果のぎりぎり

の選択でであ った。それだけに，統一は形式だけのものとなり ，他部落との入会関係は整理され

たが，実質的には，ほぼ従前どおりの林野の利用権が確保された。（『田島町史』第３巻５１８～５２１頁）

　福島県では１９１７年から岩城郡に公有林の整理経営指導のため県技師を駐在させ，１９２１年には各

郡に林野統一指導のために技師を駐在させている 。さらに ，１９２９年，福島県山林課は公有林野指

導のため技術職員の「町村駐在員制」を実施した。また，同年に郡山市に公有林野官行造林署が

新設された（１９２４年廃止，営林署に改組）。

　林野の統一とは部落の所有権を村に移すのであるから ，部落民の承諾を得ることが先決問題で ，

これは容易に解決しない問題である 。福島県は統一業務の指導と施業案作成のため，千葉 ・遠藤

の両農林技手を伊南村に派遣駐在させた。まず部落ごとに会合を求め親しく談合することにし ，

組合村長五十嵐徳太郎は自ら陣頭に立ち，大桃書記を従い両農林技手とともに各区長宅に部落会

を開催し，林野統一の重要性を説明し区民の賛同を求めた。１９２４（大正１３）年に，以下のような

統一条件が設定議決された 。

　　　　　伊南村各部落有財産ハ以下ノ條件ヲ附シ伊南村二統一スルモノトス

　　第１條　自家用採草採薪地及萱場ハ各部落ノ必要ノ程度ヲ調査シ統一地内二一定ノ区域ヲ定

　　　　　メ之ガ縁故者二貸付スルモノトス

　　第２條　青柳部落有字入会ノー部及白沢部落有字阿多根ノー部二於ケル他部落ノ入会慣行ア

　　　　　ル地域ハ入会貸付関係ヲ解消シテ之ヲ統一シ統一後ハ村二於テ縁故部落民二採草採薪

　　　　　地トシテ貸付スルモノトス

　　第３條　部落有林野統一ノ上ハ見込面積ノ３割以内ヲ縁故部落民二使用セシムルカ或ハ地上

　　　　　権ヲ設定セシムルモノトス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５４）
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　　第４條　第３條林野ノー部ハ統一後之ヲ縁故者二特貢スルモノトス

　　第５條　各大字ハ其ノ面積二応シ拾町歩以内ノ土木用材林ヲ設置シ該林野ノ保護ハ其ノ部落

　　　　　民二為サシメ必要二応シテ無償交付スルモノトス

　　第６條　第１条乃至第５條以外ノ土地八百拾町歩余ハ将来村二於テ森林トシテ経営スルモト

　　　　　ス

　　第７條　第１条乃至第５條以外ノ林野ノ内現在止木売却二際シテハ向フ参拾年問ハ村参，部

　　　　　落民七割ノ割合ヲ以テ縁故部落民二交付スルモノトス

　　　　　尚ホ本区域内二於ケル個人ノ人工林ハ村参分造林者七分ノ部分林トスルコト

　　第８條　村直営森林地ノ保護監視ハー切縁故部落民二依托シ其ノ報酬トシテ伐期収入ノ式割

　　　　　以内ヲ該部落民二交付スルモノトス

　　第９條　官行造林二於ケル村収入ノ拾分ノ参ハ之ヲ縁故部落住民二交付スルモノトス

　　第１０條　統一地内二於ケル副産物（木ノ実，茸，蕨，紫蕨）ハ縁故部落二無償交付スルモノト

　　　　　ス

　　第１１條　統一後村ハ地元部落民二製炭及木工等ノ生業ヲ保護スル為村有林野ノ立木ハ該地元

　　　　　部落民二貢却慮分スルコト ，但シ買受ノ希望ナキトキハ此限リニ非ズ

　　第１２條　第３條以外ノ土地二於ケル従来ノ慣行ハ之ヲ廃止スルモノトス

　村に直営森林地を提供する代わりに，これまでの縁故部落民の権利を徹底的に守り ，必要であ

れば，これまで育成してきた立木の売却を向こう３０年問にわた って行うことを認めさせさている 。

また，村有林野の立木は地元部落民に売却することを約束させている 。

　ところで，福島県伊南村では林野統一を契機に，立木処分，縁故特売が急速に進み，見込み面

積１０００町歩の直営森林の立木はまたたく問になくなっ てしまっ た。 過伐，濫伐と搬出用の木馬道 ，

林道開設が，その後周期的に襲 った台風や集中豪雨のたぴことに山の崩壊を誘発し，それによっ

て土砂の流出，残材 ・伐根などの流出により災害を一段と激化させ被害を増大した。このように ，

少なくても伊南村の場合，林野統一によっ て山林立木の伐採を一層促進し，荒廃させかつ過伐濫

伐を助長したと言 っても決して言い過きではなか った。（『伊南村林業史』３２８～３４２頁）

　６）部落有林野統　政策の終結

　部落有林野の整理統一や入会整理にたいしては，部落支配の頂点に立つ中小地主と農民一般の

反対は強く ，統一政策は大正中 ・末期になると後退を重ねていた。昭和期に入ると ，世界恐慌

（１９２９年）をうけて経済的不況が深刻化し，統一政策は一層の後退をしめす。１９３１年には満州事変

が起こり ，日本は１５年戦争へ突入する中で，戦争遂行のための部落の再評価が高まることになる 。

１９３２年に始まる農山漁村の経済更正事業に関する農林省訓令において，「農村部落における固有

の美風たる隣保共助」の活用を強調し，部落中心の救農政策を打ち出している 。

　このような部落の再評価と部落強化政策は，部落有林野統一政策の後退に拍車をかけることに

なっ た。１９３９年の森林法改正を機会に，山林局長通牒「公有林野整理統一二関スル件」をもっ て，

明治末年以来の公有林野整理統一事業の勧奨を打ち切 った 。

　統一面積の計１９９ ．７万ｈａのうち ，約７０％の１４０万ｈａが条件付統一である 。離権面積は全体の

１７％ ，４０ ．９万ｈａである 。離権を必要とした理由は，¢部落有林野の使用収益がすでに事実上分
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割的，独占的，に行われ，個人の費用で植林がされている場合，　同一町村内の部落間において

部落有林野に著しい差異があるため，大面積を持つ部落で個人分割をする場合などである。この

部落有林野統一事業で統一された面積は，計画したものの約６割とも ，７割とも言われ，約７０万

ｈａの部落有林野は未済のまま残された 。

　部落有林野の統一によつて出来た市町村有林は，いわゆる条件付統一によるものが７割を占め ，

大部分は多かれ少なかれ入会権が存続しているものであ った（表１）。 したがってこのまま合併

すれば住民にとっ て入会権の保障が必ずしも期待出来ず，旧町村の利益が相対的に少なくなるこ

とが予想される 。これらの理由により ，合併促進に対する反対あるいは林野の部落還元の声が出

されることになる 。

５． 第１期森林治水事業と公有林野造林事業

　１９０７年と１９１０年の大雨による大洪水は関東を中心に甚大な被害をもたらした。政府は内閣に総

合的な委員会として「臨時治水調査会」を１９１０年に設置し，会長は内務大臣，委員は貴衆両院議

員， 関係各庁の高等官，学識経験者が任命された。山林関係の委員は４５名中５名（武井守正，原

保太郎，中村弥六，上山満之進，村田重治）であ った。そこで企画された事業は，内務省の河川工

事・ 砂防工事と ，農林省の森林事業とを一括してとりあげ，それぞれ河川法，砂防法，森林法と

いう治水関係法によっ て実施し，また１８カ年という極めて長期の継続事業として行われることに

なっ た。 わが国治山治水政策として行 った初めての総合企画であるという意味において画期的な

事業である 。

　１９１１年度から大蔵省に「治水費資金特別会計」を設け，１８カ年の継続事業を開始した。特別会

計は，　般会計繰入金，地方負担納付金，預金部資金をもっ てその経費を賄うこととした。農林

省の森林事業は，わが国の民有林に対する保全ならぴに育成策の最初であ って，林政上重大な意

義を持つものであ った。第１期治水事業のうち農林省の分担部分を第１期森林治水事業と呼んで

いる 。

　第１期森林治水事業の内容は，¢公有林野造林（部落有林野統一 入会地の整理，施業按，管理区

分按の編成，造林），　荒廃林地復旧（地磐保護造林を含む），　森林組合設立，＠保安林，開墾禁止

制限の標柱建設，　既墾地の復旧補償，そして＠森林測侯所設置とに大別される 。

　第１期森林治水事業は，先に述べた「公有林野造林奨励規則」による公有林野造林事業を中心

表１　部落有林野統一面積の推移 単位 ：１０００ｈａ，（％）

総数 １９１２年まで １９１３～１９２１年 １９２２～１９３０年 １９３１～１９３８年

合　　　計 ２， ４０６ ３４６ ８３４ １， ００４ ２２２

統　一

　　計

　件付
　条　件

１， ９９７（１００）

，４０１（７０）

５９６（３０）

２４８（１００）８８（３６）１６０（６４） ６９８（１００）４４１（６３）２５７（３７） ８５９（１００）７０６（８２）１５３（１８） １９２（１００）１６６（８６）２６（１４）

離権（個人有 ・共有等） ４０９ ９８ １３６ １４５ ３０

注． （社）日本林業協会編 ・刊『林政２０年史』３０３頁

（６５６）
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に発足し，当初計画では総事業費の約半分が公有林野造林事業と公有林野整理吏員補助に充当さ

れる 。連年拡大する水害の原因は，森林，殊に公有林野，そのうちでも部落有林野の極端な荒廃

にあ った。１９１０年の農商務省統計によれは，公有林野面積は全林野面積の１５６％に当たる４７９万

ｈａ であり ，そのうち部落有林は７６ ．６％ ，３６７万ｈａを占める 。なお入会慣行の事実から公有林野

のうち ，原野面積は２２～２５％と想像され，樹林地の林相もきわめて貧弱であ った 。

　第１期森林治水事業の一環として，治水上の必要から公有林の造林を推進することになっ た。

その造林基盤の確保のため，部落有林野（旧村持林野）を町村有林へ統一することが必要となり ，

また部落有林野整理のため，入会権の解消が前提とされた。そのため，公有林の造林事業だけで

なく ，施業計画案の作成，管理区分案の編成，入会権の整理解消，共同使用廃止，部落有林野統

一の先行事業を必要としていた。第１期の森林治水事業の当初３カ年は公有林野造林事業費の補

助が全体の４割前後と事業の中心であ ったが，この事業が終結する直前の３カ年は荒廃林地復旧

費が６割前後となる 。

　１９３５年に第１期森林治水事業が終了し，昭和１２（１９３７）年度からは１２カ年計画（最終年は１９４８

年）の第２期森林治水事業が実施される 。事業内容としては，荒廃林地復旧，水害防備林造成 ，

遊水林造成，森林組合設立，公有林造林のほか，治水試験所が王である 。第２期森林治水事業の

重点は何といっ ても荒廃林地復旧事業であ ったが，第１期と異なるのは，国有荒廃林地復旧事業

が民有荒廃林地復旧事業のほかに加わ ったことである 。また第１期では公有林野の造林の前提と

して入会整理，部落有林野統一の仕事に非常な努力が払われたのに反し，第２期ではむしろ整理

統一後の施業按編成，さらに本来の目的である造林事業に業務の重占をおいている 。

　第２期森林治水事業は１９３７年度から実施にはいるが，１５年戦争（日中戦争の拡大と太平洋戦争の

勃発激化）期問に実行を迫られることとなり ，絶え問ない経費，労力，資材の不足欠乏という不

運な過程を辿らなければならなか った 。

６． 政令第１５号「部落会の解散と財産処分」によっ て加速された部落有林野整理

　終戦後の１９４７年，連合軍の指示により政令１５号（いわゆるマッ カー サー 指令）で部落会 ・町内会

の解散が命ぜられ，部落会財産を２ヵ月以内にその構成員によっ て処分しない場合は，その区域

の属する市町村に帰属するとした。部落会 ・町内会とは第二次世界大戦中の１９４３年，市制 ・町村

制の改正によっ て強制的に作られた国家総動員体制の末端組織である 。それまで事実上存在して

いた隣保組織を法律上の組織とし，中央地方官庁の指示下におき ，戦時国策遂行の末端組織とし

て位置づけたものであ った 。

　ここで問題となっ たのがｒ部落会に属する財産」と ，いわゆる部落有林野とが同一のものであ

るかどうかと言うことである 。本来この政令は，戦時財産を対象とした解体指令であり ，生活共

同体としての部落が古くから利用してきた部落有林野は対象にはならないはずであつた。しかし ，

農山漁村部にあ っては部落会と部落有林野の部落の構成範囲とが多くの場合に同一であ ったため

に， その解釈をめぐっ ては混乱が生じた 。

　法務省はこの政令施行に際し，「１９４３年の改正以前より大字 ・字等の名義で部落が所有してい
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るものでもその実体を部落会が有しているものである場合はすべて対象となる」としている 。旧

来から入会権の対象となっ ていた生活共同体としての部落と行政機関としての部落とは，たとえ

構成範囲が同じであ っても人格は異なるのであるから，その財産が本政令のみで自動的に市町村

有になることはないはずのものである 。

　「ＧＨＱ指令によっ て部落有林野は消滅した」とする誤解が広がったことはさておいても ，本

政令を契機として入会権者が自王的に入会林野を整理した事例はかなりになると言われている 。

多くの部落有林野が形式上だけでも ，市町村有または記名共有となることを強制される 。

７． 地方自治法による部落有林野の財産区化

　財産区とは市町村の一部で財産を持ち，法律上の人格を有する特別地方公共団体である 。明治

政府は，明治２１（１９８８）年公布の市制 ・町村制の施行に伴う町村合併の進行に際し，旧町村の公

の林野等財産は各旧町村の協議で処分できるとする財産区を設定した（いわゆる旧財産区）。 地方

自治法の前身である市制 ・町村制第１１４条が「町村内の区又は町村の一部」と表現しているもの

で， 市制 ・町村制理由書は「町村ヲ合併スルトキハ更二此ノ如キ部落ヲ現出ス可シ其部落ハ即チ

独立ノ権利ヲ有スル…… 其一部特別ノ議会ヲ起シ其議事ヲ委任スルコトヲ得可シ」と説明してい

る。 市制 ・町村制前の旧「村」持林野（同制施行後は部落有林野）の一部が，ある地域では財産区

に移行したのである 。

　戦後，１９５３年の市町村合併促進法により明治期の市制 ・町村制で生まれた市町村の林野が新た

な市町村に統合されるのを回避するために財産区が設置された（いわゆる旧財産区に対する新財産

区）。 町村合併促進法は，基本方針として財産およひ営造物をすべて合併市町村に引継くことと

したが，合併町村は「旧慣を尊重すること」，さらに「関係町村問に有する財産について著しい

不均衡があり ，これを統合することが適当でないときは，協議により財産区とすることができ

る」こととしたのである 。

　１９５４年の地方自治法改正を契機として，自治省側は財産区に係わる関係条例や簡易な財産区機

関の設立など財産区の法律上の形を整えて設立を指導奨励する 。それと同時に，地方自治法の財

産区に関する規定の遵守を促して公法的支配を実現するための行政努力を続けていくことになる 。

財産区管理会 ・議会設置条例が各町村に続々と作られ，そのために従来は純粋の部落有林野であ

ったものが地方自治法上の形式を整えた財産区に変わ った所が非常に多い 。

　１９５７年に発刊した「財産区」の「はしがき」で福島県地方課長は，「最近町村合併の進展に伴

い， 旧町村有財産をもっ て， 財産区を設定するものが多く ，これらと従来のものと合せ県下で１

２０余に達する状況である 。地方自治法の制定により ，従前『市町村ノー部』としていたものが

『財産区』という名称を冠せられ，特別地方公共団体として，その性格，権能等が略明かにせら

れたのであるが，法制上の不備と ，指導の不徹底とが相侯 って正規の運用を誤っているものが多

い。…… これを適法なルートに乗せ，円滑な運営を図ることがわれわれの課題」であると述べて

いる 。

　自治省およぴ同系統の地方官庁の財産区に関する解釈 ・指導は，財産区有地上の入会権をつと
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めて否定し排除しようとしてきた。財産区に対する地方官庁の奨励 ・指導とは，特別地方公共団

体の財産として，「適法」的に管理 ・運営することことである 。新市町村への統合を回避するた

めに設置した財産区ではあるが，財産区になっ た場合でも ，そこでは，純粋の部落有林野の地方

自治体的所有 ・管理への変質が用意されていたのである 。

　戦後，福島県で設置された財産区の多くは１９５５年もしくは１９５４年に一斉に設立されたものであ

る。 福島県いわき市の沢渡財産区は１９５４年に設立された。明治２２年の新村（沢渡村）に旧村の村

有林が整理統一されたのは１９１９年であ った。１９５５年２月に沢渡村と２ケ村（水戸村，三坂村）が合

併して新村（三和村）を成立させることになる前年，５４年１２月に，３村は合併に当た って財産処

分を協議し，一部は新村に引継ぎ，他の部分は旧村の所有とすることとし，管理形態を財産区と

した。しかし，財産区を組織したのは旧沢渡村だけであ った。三和村村議会は１９５４年に沢渡財産

区管理条例を制定した。１９６６年１０月に５市４町５ケ村が合併し，いわき市が誕生し三和村もそこ

に参加する 。沢渡財産区はいわき市の管轄に入る 。

　以上のように従来実質的に部落が入会権を持 っているものの多くは，公法人たる財産区とした

反面，森林法（のちに森林組合法）上の生産森林組合のように私法人形態に移行したものも少なく

ない。町村合併は従来からの部落有林野を一層複雑な形態を作りだすことになっ たのである 。

　１９５３年の町村合併は，一方において入会林野の解体 ・個別化を進めながら ，他方，新たな財産

区等の設立によっ て法人形態に再編し，それが入会林野を温存することになる 。しかも旧町村の

入会林野は部落一町村という二重の構造だけであ ったが，新財産区の入会林野は部落一財産区一

町村という三重の構造において存在することになり ，それだけにより複雑なまた不安定な権利関

係のなかにおかれることになっ た。

８． 公社 ・公団による公有林野の人工林化

　戦時体制下においては軍事産業用としての木材需要，または戦後においては戦災復旧のための

建築用資材の需要，あるいは六 ・三制という学制改革による教育施設等の整備のための資金源と

して多くの公有林 ・部落有林野等が乱伐をきわめていた。その結果，この荒廃した森林の回復と

いう面から ，官行造林法の改正，分収造林特別措置法の制定，森林開発公団法の改正などが行わ

れた 。

　公有林野官行造林法の改正（１９５６年）は，造林対象を公有林野以外の部落有林野および私有水

源林野にまで拡大することとし，部落有林野の粗放利用を改善し，その利用高度化を図ろうとし

たのであ った 。

　１９５８年に制定された分収造林特別措置法は，主として民間資本による一般経済林地に対する造

林推進政策であるが，これの全体計画は約５１万ｈａ（１９８０年まで）を予定しているが，そのうち市

町村有林野が１６万ｈ ａ， 部落有林野が９万ｈａ計画されている 。

　１９６１年，森林開発公団法の改正により公団が従来の官行造林による造林を引継ぐことになり ，

水源地域の保安林を対象に，分収造林特別措置法による費用負担者として造林の促進を図ること

となっ た。 これの全体計画では，市町村有林野が９万ｈａ， 部落有林野が５万ｈａ予定されている 。
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表２　福島県における公有林人工林面積の推移（１９４９～１９７５年）
単位 ：町

森　　　　　　林
合　計 原　野

計 人工林 天然林 伐採跡地 未立木地 竹　林

１９４９年 １１８ ，１８４ ８９ ，０３１ １２ ，２５９ ７６ ，７３６ １５ ，６１５ ４， ８５２ １３ ８， ６７３

１９５４ １１０ ，５８５ １０３ ，６０６ １４ ，３４８ ８０ ，１８５ ９， ０４５ ３０ ６， ９７９

１９６０ ９１ ，３７６ ８４ ，８４９ １９ ，７０３ ６５ ，１４６ １８６ ３， １００ １ ３， ２３７

１９６５ ８７ ，２３７ ８５ ，１４０ ２０ ，５８１ ６４ ，５５８ １３６ １， ０２７ １ ９３０

１９７０ ７９ ，８９９ ７６ ，１９０ ２０ ，０７６ ５７ ，３８６ ６３６ ５４８ ２ １， ２５１

１９７５ ７８ ，１６８ ７６ ，５９５ ２８ ，６９１ ４５ ，３６３ ５２ ２， ４８７ ２ １， ５７３

増減率 △３３ ．９％ △１４ ．０％ １３４ ．０％ △４０ ．９％ △９９ ．７％ △４８ ．８％ △８４ ．６％ △８１ ．９％

（７５ －４９）

注． 農林水産省統計情報部『農林水産累年統計（福島県）』１３６－１３８頁，全国農林統計協会連合会，１９８０年

　福島県における公有林野面積は総数としてはやや減っているが，人工林面積は１９４９年の１２万

ｈａ が１９６０年には２万ｈａへと１１年問でほぼ倍に急増する（表２）。１９４９年時点では伐探跡地が１ ．６

万ｈａ， 未立木地が０ ．５万ｈａもあ ったが，伐採跡地は１９６０年にはほぼ無くなり ，未立木地も１９６５年

には０１万ｈａに減少する 。１９７５年の人工林面積は２９万ｈａへと ，四半世紀の間に３倍化する 。

　公有林面積の１９６７年から１９９６年の３０年問の推移を見よう 。福島県の市町村有林は３６万ｈａか

ら４ ．２万ｈａへと１５％増であるが，財産区有林は３ ．５万ｈａ が２ ．３万ｈａへと３５％減である 。１９９６年

時点での保有形態別森林面積では，林業公社が１５万ｈａ（市町村有７％，財産区有２１％，共有３７％
，

個人その他３５％），森林開発公団が１ ．３万ｈａ（市町村有２９％，財産区有２８％，共有２９％，個人６％，会社

その他９％）と ，公社 ・公団で全県民有林面積の５％を占めている 。財産区および私有林（個人ほ

か）の保有形態が減少し，公的機関である公社 ・公団造林がそれを補完している 。

９． 福島県翁島恩賜県有林の成立

　１）宮家御用地の第１次県有地下賜

　福島県翁島県有林は，大正１４（１９２５）年に高松宮宣仁親王が成年を記して，福島県耶麻郡翁島

村（現猪苗代町）所在の宮家御用地のうち山林原野等８０ｈａを福島県に下賜したものである 。この

御用地は，明治４０（１９０７）年，福島県が旧翁島村戸ノロ，金子沢，長浜，蟹沢および三本木の民

有林１７１ｈａ（ほかに福良村，月形村に１２７ｈａ）を買収し，別邸敷地として有栖川宮威仁親王に献上し

たものである 。

　その契機は，１９０７年に有栖川宮が東北旅行で福島市に宿泊されたとき ，福島県知事平岡定太郎

が宿に伺い，猪苗代湖の観覧を勧めたところ ，予定を変更して猪苗代湖長浜に来られた。景勝を

深く愛されたので，福島知事は「土地の人は殿下の為に地を献じて，別荘をここに設けていただ

きたいと言 っている」と申し上げた。有栖川宮はこれを受け入れ，知事と計画を協議し，猪苗代

湖岸の北部一帯２００ｈａを指定し，１９０８年に村内の円山に殿閣を建設した。その後，１９１３年，有栖

川宮はここを高松呂旦仁親王に贈進した 。

　　　　　　天鏡閣記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東宮侍講正四位勲二等文學博士＝島毅謹撰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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　　明治四十年八月 ，有栖川宮威仁親王，東北之遊次，宿福島，縣知事平岡定太郎，勧観猪苗

　　代湖乃柾駕，深愛景勝，定太郎因請日，土民欲献地，為殿下設別業干此，荷納之，皇化益

　　遍東北，親王允可，既還家令岡田平太郎，家従池田輝之，輿定太郎謀議計婁，収地於湖南

　　北，凡二百町，ト翁島圓山為圓殿閣慮……（以下略）

　福島県が御用地を買収するにあたり ，地元翁島村は代替地として国有林払下を出願している 。

「本村ノ山林原野ハ薪 ・炭 ・木材ノ需要ニモ不足ヲ告ケアル情況ナルヲ以テ，換地トシテ磐梯山

南麓ノ国有林払下ヲ斡旋セラレン事ヲ申シ出」た。県は宮城大林区署と再三の折衝を重ねた結果 ，

駒形村字深沢地内の国有林を不要存置とし払下の手続きを進めた。しかし，放牧地に関する馬政

局との折り合いがつかないまま ，関係者の願いは黙殺された形に終わ っている 。

　第１次下賜にあた っては，御用地買上げ時の地元住民の反対が有 った経緯から ，旧土地所有者

（縁故者）から返還の要望が強く出された。しかし，福島県は，下賜の残余分は別邸敷地として使

用されていること ，周辺の風致保存が重要であることから ，下賜地のうち遠隔地や飛地の５ｈａ

だけを下戻した 。

　残りの７４ｈａの管理は，翁島御下賜地管理規程を制定（１９２５年）し，福島県知事（香坂昌康）と

関係者総代（渡部長吉，渡部直次）との間で覚書を締結して，「山林は分収林とする ，田畑 ・原野

は従前の慣行に基づき使用収益を認める 。皇室の御用およひ風致の保存開発ならぴに公益のため

に使用する」の事項を約束している 。

　　　　　　　　　　翁島御下賜地管理規程

　　第１条　本規程二於テ御下賜地トハ高松宮家ヨリ県へ下賜セラレタル耶麻郡翁島村所在田 ，

　　　　　　畑，宅地及山林原野ヲ謂フ

　　第２条　田畑及住宅ハ有料二原野ハ毎料ニテ随意契約二依リ之ヲ縁故者二貸付ス

　　第５条　貸付ノ期問ハニ十年以内トス之ヲ更新スルコトヲ得

　　第６条　借地人ハ知事ノ許可ヲ受クルニ非サレバ其ノ目的物ノ性質二依リ定マリタル用法二

　　　　　　従ハズシテ使用収益ヲ為スコトヲ得ズ

　　第７条　借地人ハ土地ヲ転貸スルコトヲ得ズ

　　第８条　山林ハ分収林トシ縁故者ト随意契約ノ下二之ヲ管理ス但シ無料貸付ノ慣例二依ル分

　　　　　　収権ハ移転スルコトヲ得ズ

　　　　　　分収林二於ケル県及縁故者ノ権利義務並二分収歩合及其ノ算定方法ハ知事之ヲ定ム

　　第１０条　縁故者トハ土地ノ原有者及其ノ家督相続人ヲ謂フ

　その後，１９４６年から４９年にかけて，自作農創設特別措置法により田畑および開墾適地の３１ｈａ

が農林省に買収され，翁島県有林は４３ｈａとな った 。

　２）第２次翁島県有林下賜

　昭和２７（１９５２）年，高松呂旦仁親王は第１次下賜地の残余の全部９９ｈａおよぴ建物施設を ，観光

厚生の用に供するため福島県に下賜した。第２次下賜にあた っても縁故者は土地の無償下戻し運

動を起こし，国会や宮家に対し強硬な陳情が行われた。参議院においては現地調査等を行い，県

へは「地元住民の意向をできるだけ尊重するように」との付帯条件を付けた。下賜後も縁故者か

らの無償下げ戻し運動は根強く展開された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）



　３８　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

　福島県は縁故者と協議を重ねた結果，□日土地所有者個人との縁故関係は認めず，縁故者は翁

島県有林保護組合を組織する」ことで合意，１９５８年に翁島県有林保護組合が設立された。県と保

護組合（組合長遠藤伊佐美）は第２次下賜分について翁島県有林管理経営協定書を締結した
。

　協定書の内容は次の通りである 。Ｏ立木については分収権を設定する，　採草地として慣行の

あるものについては従来どおり使用収益することができる ，　金子沢集落４戸に各３反歩の山林

を無償で払い下げる ，＠保護組合育成のため一時金４０万円を交付する ，　新舘班及び御殿山並び

に道路潰地については保護組合に９０万円を交付して分収金交付対象から除外する
。

　１９８３年，福島県は慣行使用地についての取扱方針を定め，原則として耕地であるもの，使用者

が造林したもの等については売り払い，それ以外のものについては譲渡しないこととした。県は

経営管理協定書および取扱方針に基づき ，慣行使用地の一部４ ．７ｈａ を縁故者に売り払 っている 。

　３）翁島県有林の経営

　翁島県有林の面積は現在１３３５ｈａ である 。当県有林は，南は猪苗代湖を望み，同湖唯一の島で

ある翁島を包含し，北は麗峰磐梯山を背景としており ，風光明媚にして，その６割は磐梯朝日国

立公園第２種特別地域の指定を受けており ，本県の重要な観光ルートとなっ ている 。面積的なま

とまりと勝れた林相から福島県の県有林の代表的存在となっ ている 。

　森林は，スキ，アカマツ ，カラマソ等の人工林が５２ｈａ， あとの６割，８２ｈａはナラ ，クヌギ，サ

クラ等を王体とする広葉樹天然林である 。広葉樹の６割強が５０年生以上のもので，森林構成は変

化に富み，原生林的神秘性と風格がある森林が多く ，散策，森林浴の場として最適である 。広く

利用ができるよう多目的機能を持った散策路開設，修景施業と施設整備を実施している 。なお ，

人工林は福島県と縁故者とが分収林契約を締結している 。

１０

．おわりに

　今日 ，森林環境や国土の劣化 ・荒廃問題が国民の問でも話題となり ，近世 ・江戸期における村

落共同体的な地域森林資源の利用 ・管理保全の仕方を見なおす声が散見されるようになっ てきた 。

また，地球規模の環境問題が危機的状況を呈している中で，新しい２１世紀を迎えるこんにち，地

域資源を守るのは，地域に居住する村落共同体構成員＝入会権者だけでなく ，下流域をはじめ都

市住民の何らかの「新たな入会的」結合が必要となっ ているとする主張も見られるようになっ て

いる 。そのような時代を迎えるに当た って，わが国の村落共同体的林野がいかなる歴史的変遷を

たどってきたを整理して置き ，新しい展開を遂げるうえでの教訓に学ぶことが本論文の課題であ

った 。

　わが国の森林 ・木材政策の特徴を，村落共同体林野，すなわち入会林野との係わりで述べるな

らば，明治期から今日まで一貫して，村落共同体構成員が使用収益してきた入会権を軽視，もし

くは否定しようとして来たと言えよう 。森林は人民の自由にさせるよりは国が統治 ・管理する方

が望ましいとする「森林官治主義」が，大蔵省をはじめ農林水産省の官僚にも ，明治以来今日ま

で流れていると思わさるを得ない事象が時折見られる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６２）



　　　　　　　　　　　　　　村落共同体林野の町村有林化過程（笠原）　　　　　　　　　　　　　３９

　村持林野を木材生産すなわち用材林育成用地に転換させるためには農民の入会権を排除し，権

利関係を「近代化」する必要があるとした過程が部落有林野の統一事業であり ，町村有林化，財

産区有林化，公社 ・公団造林化であ った。地域資源として多様な役割を果たしてきた村落共同体

林野が，部分的ではあ ってもスギ ・ヒノキの単純一斉人工林へと転化したことは，地域資源の内

容を大きく変化させることになる 。

　こらの転換が，共同体構成員の十分な検討と同意が得られないままに，国や県の強力な行政的

指導の下に貫徹されたため，各村落や町村では多くの戸惑いと混乱が見られれたことは本論文に

おいて明らかにした通りである 。

　官僚（役人）から見れば，各町村に所在する森林原野は地元農民や人民が利用していても ，所

有， 処分権は自らの自由になると思 っていたことに，天皇制の権威に依拠する度合いは強いとし

ても ，恩賜県有林の成立の契機がある 。今日 ，大蔵省や農林水産省の指導的立場にある官僚が国

有林野事業の赤字を補填するのに，何の責任も感じることなく ，国有の土地 ・林野を売却処分し

ていることとも相通ずるものがある 。

　１９９７年に政府　農林水産省（林野庁）みずからが国有林事業経営の破綻を認めざるを得なくな

り， 抜本的改革論議の中で，国有林野を地元市町村や道府県へ移管させる王張が登壇している 。

しかし，この場合の移管措置は，木材生産（林業）での採算性が０またはマイナスヘと低下した

段階のことであり ，地方自治体への分権化として評価できるようなものではない。環境資源とし

ての重要性が増す中で，私経済では保全しきれない森林の育成 ・管理については，国として責任

を負うという基本原則に立 って，地方自治体の積極な参画と ，それを可能とする制度 ・仕組みの

構築と財源的補償が必要である 。村落共同体的単位，地域ごとの森林整備と管理，そしてその利

活用の活性化は，そのような体制が実玩するなかで，可能となっ てくるであろう 。

　村落共同体林野の自然史や自然生態系の中ではくくまれてきたそれまでの歴史を軽視 ・否定し
，

政策の力で，上から一方的に押さえ込んできた明治期以来の森林 ・林業政策の結果が，今日の農

山村地域と森林環境の荒廃をもたらしている 。山村の過疎化や森林荒廃は，急速な経済発展によ

る人口流出や外材輸入による木材価格の下落なとが直接的な要因であるが，経済発展に飲み込ま

れ， 変化に対応する術を編み出せないという地域活力の貧困は，村落共同体など地域の自主性 ，

主体性を押しつぶし続けてきた日本の政策にも大きな責任がある 。２１世紀の真に国民のための森

林・ 林業政策が展開できるか否かには，足もとの村落共同体的な単位，地域を活性化させること

が出来るかが一つの重要な視点となっ てくるであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）福島県双葉郡川内村の渡邊尊之村長は言う 。「明治６年の地租改正，同１１年の林野改正時，我が村

　の共有山林が国有地に編入され，生活のすべてを共有山林に依存してきた村民経済は一朝にして途を

　断たれ，暮らしに生気を失い，耐え難い苦しみが村を覆いました。しかし，愛郷の先駆者たちが敢然

　と立ち上がり ，長きに亘り行政訴訟の困苦に耐え，我が子孫のためにと勝ちとっ たこの偉業は，村の

　あゆみと共に不滅の光彩であり ，誇りでもあります」と 。（佐藤孝徳『川内村国有林野引戻し運動史』

　２ －３頁，１９９４年）

（６６３）
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